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市民経済委員会委員長報告書 

平成２６年１０月７日 

 

市民経済委員会に付託されました議案３件の審査 

につきまして、審査の過程における各委員からの討論及び

審査結果について、審査経過順にご報告します。 

 

 初めに、議案第６０号「流山市 災害対策本部条例の一部

を改正する条例の制定について」申し上げます。 

 

 本案は、東日本大震災の教訓を踏まえ、  

流山市災害対策本部の組織の充実を図るほか、  

災害対策基本法の一部改正に伴い、  

引用する条項を改めるものです。  

 

 審査の過程における討論として、 

 

 

１．賛成の立場で討論する。 

 これまで、災害対策本部長が事務を総括し、 

所部の職員を指揮監督するということで、 

本部長に集中していたが、改正案では指揮監を置き、 
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災害対策本部の事務を掌理し、関係防災機関との 

連絡調整を行うなど、災害対策本部の体制が充実すること

になることには賛成するが、実際の具体化では 

地方自治体にふさわしい指揮監体制にすべきである。 

 

２．２点要望し、賛成の立場で討論する。 

１ 平成２４年６月の災害対策基本法の改正に合わせて 

条例が改正されていなかったこと、地域防災計画を 

策定する段階で条例の見直しがなかったことは、 

議会の責任も含めて、非常に残念なことであり、今後の 

対策を議会も一緒に考えていかないといけないと思うが、

執行部は、今後の再発防止の仕組みづくりについて、 

しっかり取り組んでいただきたい。 

２ 災害対策本部というと市長、副市長を始めとする執行

部で構成されるわけだが、市民に近いという意味で議会、 

例えば議長もしくは所管常任委員会の委員長等を 

災害対策本部に構成員として加えることも、 

今後検討していただきたい。 

 

がありました。採決の結果、 

全会一致をもって、可決すべきものと決定しました。 
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 次に、議案第５９号「平成２５年度流山市 国民健康保険

特別会計 歳入歳出決算認定について」申し上げます。 

 

本案は、保険給付費等の増加により歳入歳出とも 

前年度を上回り、歳入総額１６０億７千３２３万円に対し、 

歳出総額は１５９億６千４２３万７千円となり、差し引き 

１億８９９万３千円の実質収支額となりましたが、 

地方自治法及び流山市国民健康保険財政調整積立基金の 

設置、管理及び処分に関する条例の規定に基づき 

１千万円を同基金に積み立て、 

残額の９千８９９万３千円を平成２６年度へ 

繰り越した国民健康保険特別会計決算の認定を 

求めるものです。 
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 審査の過程における討論として、 

 

１．５点要望し、賛成の立場で討論する。 

 国民健康保険は、日本国憲法の生存権を具体化させた 

ものであり、皆保険制度は憲法第２５条に対応した重要な

社会保障制度である。本来なら生活の安定を図るべき 

国民健康保険制度が、高い保険料の負担により生活を 

不安定化させるものにしてはならない。 

高くて払えない保険料だということは、 

滞納世帯の割合を見ても明らかである。以下５点要望する。 

１ 払える国民健康保険料とし、値上げはしないこと。 

２ 国民健康保険料と一部負担金の減免制度を 

充実していただきたい。 

３ 資格証明書の発行等の制裁措置があるとしたら 

見直していただきたい。 

４ 強権的な滞納処分はやめること。 

５ 国民健康保険制度の広域化の反対と国庫負担の 

大幅増額を国に要望していただきたい。 

 

がありました。採決の結果、 

全会一致をもって、認定すべきものと決定しました。 
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最後に、議案第５８号「平成２６年度 流山市  

国民健康保険特別会計補正予算（第１号）」について 

申し上げます。 

 

本案は、平成２５年度決算の確定及び 

国民健康保険療養給付費等負担金の確定に伴う 

精算還付金の追加など、所要の補正を行うもので、 

既定の歳入歳出予算総額に歳入歳出 

それぞれ９千３３９万３千円を追加し、 

予算総額を１６５億５６万２千円とするものです。 
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 審査の過程における討論として、 

 

１．賛成の立場で討論する。 

 平成２６年度国民健康保険特別会計予算では、 

我が党として反対とした。その最大の理由は、 

７０歳以上の医療費の負担が１割から２割に値上げされた

ことによるものだった。 

本案は、保険料還付金が見込みより多かったということと、 

療養給付費の平成２５年度の実質収支が確定し、 

療養給付費負担金を国に返還するという内容で、 

平成２５年度の決算を反映したものであり 

実務的なものであることから、賛成とする。 

 

がありました。採決の結果、全会一致をもって、可決すべ

きものと決定しました。 

 

以上で市民経済委員会の委員長報告を終わります。 


